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残りの学生が手を挙げて ｢それは間違っている｡ こういう考え方がある｡｣､と議論する｡ 先生は黙って聞いてますが､
議論が横にそれると注意をします｡
それから-ーバードの医学部では､キャノ ン ･ キャッスル ･ホームズ･ピーボディ な ど ､有名な医学部長をした人



































く｡ わりと下の方からでも､例えば100メー トルの全米チャンピオンだとか､あるいは何かで特に活躍 したとか､そ
ういう者は引っ張り上げて入れる｡ そういうふうに多様な評価の方法をとっておりました｡
何が大事かということを聞きますと､ひとっはクリエイティビティ ｡ それはなかなか判定は難 しいけれども､いろ
いろな指標に先生の評価も参考にする｡ それからソーシャル ･レスポンスビリティですね｡社会に対して責任感を持っ
ている人｡社会に出て､社会のために活動できる人｡それからあとはスペシャルタレント｡だからみんな同じような
学力ではだめで､特別なタレントを持った人も必要だと強調する人がありました｡
そういうことで､学生の選抜にも､日本以上にいろいろと神経を使っております｡だから､単一の指標ではなくて､
できるだけ多様な指標を使って､ しかも同じようなタイプの学生ではなくて､いろいろなタイプの学生をとります｡
だから､これからの日本の課題として､少 しばかり私の考えたことをまとめてみたいと思います｡
その一つは､日本は､初等中等教育から始まって大学教育まで非常にパッシブで､学生がもっぱら知識を受け取っ
て､それを覚えるというタイプの教育が多い｡,文系ですとゼミナールになるとかなり違うと思いますけれども､ある
いは理系でも実験になるとちょっと違うと思いますが､それ以外はほとんど､受け取って知識を増やしていくという
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教育である｡けれども､どんどん学問が進歩して変わりますから､基本的なことだけ学べば､あとは､どうしたら知
識がえられるかということを､きっちりと教えないといけない｡図書館に行って､どういうふうにしたら､わかるの
かとか｡コンピュータを使ってどういうふうにしたら情報が入るかとか｡そういうことはきちっと教えとかないとい
けない｡そうして､そういうものを見て､理解できるだけの学力はつけておかないといけないけれども､むやみに多
くの知識を詰め込む必要は全 くないと考えられるわけです｡
それから､今までは専門が別れていて､専門毎に教育をしてきたわけですけれども､だんだんと学問が進んでくる
と､専門と専門の境界がなくなってくると｡ それなのに､今でも専門毎のカリキュラムを持っておりますと､学生は
同じようなことを何回も聞かないといけないということが起こってくる｡ それならもう統合 してしまって､一本にま
とめてやった方がずっと効率がいいんじゃないだろうかと考えます｡
それからケースに基礎をおいた教育､これは全ての分野でそうであるとは思いませんが､例えば医学とか､法律と
か､経営とかになりますと､実際の実例を見せて､それについていろいろな基礎的なことから始まって教えていく｡
そういう case-basedstudyが､アメリカでは非常に重視されている｡
それから教育方法の改善といたしましては､シラバスは私はやっぱり必要であろうと思っております｡ただ先ほど
も申し上げたように､そんなに詳 しいシラバスではなくて､A教授は何を教えるのか､ということがわかり､学生も
どういうことを勉強したらいいかということがわかる程度のシラバスが必要だろうと思います｡
それからコンピュータを活用するということを､これからやっぱり考えていかないといけない｡
それから､これは高等教育教授システム開発センターの大きな課題でありますが､教官の教授法をどう改善してい
くか､考える必要があります｡
それからチューター制度の導入ですね｡これは先生の負担が大きくなるという問題点はありますけれども､ しかし
ティーチングアシスタントを上手 く使っていけば､かなりの程度できるんじゃないだろうとかという気がします｡ス
モールグループで､学生がイニシアティブをとって勉強するような､そういうチューター制度をやっていくことが必
要ではないだろうかと考えます｡
それから教育の評価は､アメリカではもうほとんどやられています｡これも先生を評価するという意味ではなくて､
先生がフィードバックを受けるという意味において､あった方がいい､と考えます｡
それから学生の選抜方法ですね｡これも今のところ京都大学は､経済学部論文を除きましては､ほとんど学力だけ
の試験であります｡前期と後期と同じようなことをやっているんですね｡だから後期が敗者復活戦みたいになってし
まって､先生にとっても､学生にとっても､負担が大きいだけであるという､無意味な状況になっております｡今後
選抜方法も考えて､できるだけ多様な学生を受け入れていくこと｡ 特に自分でやろうという意志の強い､そういうイ
ニシアティブを持った学生､あるいは非常に勉強をしたいというインセンティブのある学生を､どういうふうにして
見っけていくかということが､ひとっの課題ではないだろうかと思っております｡
高等教育教授システム開発センターが､昨年発足 して､教官もそろいました｡いよいよこれから本格的な活動をし
ていただくことになるわけであります｡こういった研究会も必要でありますが､同時に具体的に､実際どういうふう
にして､これから京都大学における教授教育を改善していくかを考えいただいて､そして､ぜひ実効のある方法を進
めていただければと考えております｡これで私の話を終わらせていただきます｡
(文責､高等教育教授システム開発センター)
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